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研究成果の概要（和文）：東日本大震災・原発事故の影響により、茨城県に避難してきた広域避難者を対象として、2
回のアンケート調査を実施し、茨城県内の広域避難者の実態把握、必要とされる政策的ニーズについて分析を行った。
茨城県内の放射能汚染については「低認知被災地」という視点から、激甚災害の発生のなかで、被害の実態が埋もれが
ちな地域に於いて、各地域の市民グループがどのように展開・ネットワーク化され、専門家が市民グループとの協働で
どのような役割を果たしたのかについて分析を行った。上記の研究と従来からの自然災害研究の成果を統合し、自然災
害・原子力災害を考慮した「レジリエンス」概念の再定義の必要性を提言した。

研究成果の概要（英文）：This study focuses on the different kinds of social conflicts between local 
people/individuals and the communities/local governments arising in the process of disaster rebuilding. 
It seems that the cases of Hurricane Katrina and Fukushima Nuclear Power Plant Accidents are so much 
different, but there are a few similarities between two cases. One of them is contradiction between 
community resilience and individual resilience. To understand the situation and political needs of 
evacuated poeple who live in Ibaraki, we did survey research in 2012 and 2014. We also studied the 
development of civil movements in low-recognized disaster affected areas in mega-disaster cases.

研究分野： 環境社会学

キーワード： 災害社会学　カトリーナ災害　東日本大震災　環境的公正　避難者支援　災害レジリエンス　放射能汚
染
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１．研究開始当初の背景 
研究代表者は、2005 年以降、アメリカ南

部を襲った大規模自然災害（ハリケーン・カ
トリーナ災害）について研究を行ってきた。
ハリケーン・カトリーナ災害については、環
境影響、都市再生、人種関係などをキーワー
ドとして研究を行っており、これまでに、工
業化が高度にすすんだ地域で発生したカト
リーナ災害がもつによる複合災害という側
面からの分析や、都市の拡大にともなう湿地
環境の破壊が災害規模を拡大したという事
実から、地域環境の適正な保全も視野に入れ
た災害対応力の必要性を指摘し、近年の災害
研究で注目されている「災害回復力＝復元
力」（resilience）概念の再定義を提起した論
文、研究成果として発表してきた。 
本研究は、近年、社会学において進展がみ

られる災害研究分野において、自然災害と原
子力災害との比較検討を行い、それぞれの災
害後の地域再生過程の特徴を明らかにしよ
うとして構想した。とくに災害後の地域再生
過程において被災者/被害者がどのように社
会的に承認/認識されたのか、その認識が災害
後の地域再生の方向性とどのような関係に
あるのか、について実証的研究をとおして明
らかにする。次に、これらの点が自然災害と
原子力災害という災害の社会的性格とどの
ように関係しているかについて比較分析す
る。個別事例の分析にとどまらず、災害の社
会的性格の違いに由来する社会的特徴を抽
出することで、災害研究上の大きな進展が期
待できると考えた。 
当初は、自然災害としては米国での水災害

であるハリケーン・カトリーナ災害（2005
年）、原子力災害としては東海村・JCO 臨界
事故（1999 年）を研究事例として想定して
いた。ところが、研究開始直前に発生した
2011 年 3 月の東日本大震災の発生により、
状況が一変した。本研究がもつ「被災者・被
害者からみた災害後の地域再生」という視点
は維持しつつ、刻々と変化する原子力災害の
状況を把握し、現状を踏まえ政策提言を行う
ことに重点を置き換えての研究開始となっ
た。 
 
２．研究の目的 
 上記の通り、申請書作成の段階と状況が大
きく変わったために、眼前にある実情に合わ
せて研究の目的も大幅に変更することとな
った。 
（1）広域避難者の研究  
第一に、茨城県内で避難生活をおくる放射

能災害被害者が置かれた現状や抱える課題
を把握し、それを社会に発信するとともに、
県内各地で展開されている避難者支援をよ
り実効性のあるものとするための基礎デー
タを提供することを目的とした。 
第二に、乳幼児や未就学児を含む子育て世

帯特有のニーズについて把握するとともに、
聞き取り調査により子育て世帯が抱える複

雑な現状・課題について解明し、避難者支援
の枠組みについて実態に即した政策提言を
目的とする。 

 
（2）低認知被災地・茨城の研究 
 原発事故により、茨城県も放射能汚染によ
る諸問題に直面することとなった。大規模災
害において、被害は相当程度ありながらも、
激甚被災地を前に社会から被害を認識され
ない地域を「低認知被災地」として定義し、
そのような地域での問題構築のプロセスに
ついて分析を行った。 
 
（3）自然災害と原子力災害の比較研究 
 自然災害(ハリケーン・カトリーナ災害)と原
子力災害（福島原発事故）のそれぞれの事例
について被災者/被害者の実態把握と分析、な
らびに災害後の都市復興や地域再生の実態
把握と分析を行う。 
これを元にして、ハリケーン・カトリーナ

災害と福島原発事故という二つの事例から
得られた知見を、自然災害と原子力災害とい
う視点から比較検討し、災害の社会的性格の
違いが「被災者/被害者からみた地域再生」と
いう観点において、どのような異なる社会現
象を生み出しているのかについて分析する。
最終的には、被災者/被害者と都市復興や地域
再生をキーワードとする災害社会学におけ
る理論的展開を目指す。 
 
３．研究の方法 
 研究の方法は、大きく（1）アンケート実
施による広域（県外）避難者・被災者の実態
把握、（2）アクション・リサーチを通しての
被災者の実態把握、（3）米国現地調査によっ
て情報収集を行い、それらを統合させる形で
分析を進めた。 
（1）福島県外に避難した被災者の実態把握
は非常に難しく、茨城県内で生活する広域避
難者へのアンケートを 2012 年、2014 年の 2
回行った。ともに茨城県防災危機管理課・県
内全市町村の協力を得て、茨城県内で生活す
る全ての広域避難世帯を対象に量的調査を
行った。 
 2012 年調査では、有効配布数が 1671 票、
有効回収票が 587 票、有効回答率が 35.1％で
あった。2014 年調査では、有効配布数が 1480
票、有効回答数 452 票、回収率が 30.5%であ
った。 
（2）大規模災害直後ということもあり、通
常の聞き取り調査では当事者にアプローチ
することが困難なこともあり、自らも支援活
動を行いながら被災者・避難者などの当事者
と共同作業によって進めるアクション・リサ
ーチの手法を採用した。支援活動を通じて、
多くの支援団体や被災当事者との交流を得
ることができた。また、2014 年 4 月からは、
県内の避難者・支援者ネットワークの代表を
務めることになり、本研究での成果を実践面
に生かす場を得られた。 



（3）本研究は、応募者がこれまで 10 年以上
のフィールド経験をもつアメリカ・ルイジア
ナ州での環境運動・災害研究と、国内での原
子力と地域再生をテーマとした研究の総括
という位置づけにある。アメリカ現地調査は、
当初の研究計画よりも、予定を縮小して、現
地調査を行ったが、研究の蓄積はあるため、
国内の原子力災害の実態把握に努め、統合的
な枠組みで分析を行った。 
  
４．研究成果 
（1）広域避難者の研究 
 東日本大震災・原発事故の影響により、茨
城県に避難してきた広域避難者を対象とし
て、2回のアンケート調査を実施した。 
 2012 年の調査結果からは、世帯主の失業割
合が震災前に比べ大幅に増加していること、
心身面でのストレスが高く、健康面での不調
を訴える方が多いことなどを明らかにした
（研究業績：雑誌論文③、学会発表⑤、⑦、
⑧）。 
 2014 年にも同様のアンケート調査を実施
し、広域避難者の避難先（茨城）への定住志
向の高まり、自宅購入の動きなどを確認した。
このように生活の安定が一定程度戻りつつ
あるなかで、避難先には「話し相手・相談相
手」がいないという回答が半数を占めており、
孤立化は解消されていないことが示唆され
た。また、心身の不調も 2012 年度に比べる
と多少の減少傾向にはあったが、依然として
高い水準にあった。損害賠償についても、現
在は精神的賠償が避難指示区域の住民には
支払われているが、当事者にとってそれは満
足のいく枠組みではないことが明らかにな
った（研究業績：その他①、②）。 
 放射線により身体的に敏感である乳幼児
に注目した、乳幼児や未就学児をもつ家族に
ついての調査については、母親への聞き取り
を中心に行った。そこで、特徴的であったの
は、自主避難を選択した母親たちは、「自主
避難」という自分が選択した避難であるから、
その責任も自分でとらなければならない、誰
にも頼ることはできない、という「自己責任
感」を強く感じていること、それがさらに自
主避難者の心理的負担を強くしていること
を明らかにした。さらに、アンケート結果の
分析より、自主避難による二重生活の実態、
自主避難者がもとめる政策的ニーズなどを
把握した（研究業績：図書①）。 
 自主避難世帯に限らず、世帯の分離は多く
の避難世帯にみられる現象であり、子育て世
代だけではなく、高齢世帯にも影響を及ぼし
ている。震災前には、三世代で生活していた
のが避難を通じて、高齢世帯のみが独立して
生活していたり、避難生活から生活再建に移
る段階で、同居生活に戻ることを子育て世代
から拒否されるケースなどもある。世帯の分
離は、避難生活中だけではなく、避難から生
活再建に移る段階でも暗い影を及ぼしてい
ることを指摘した。 

 これらの研究成果は、報道記事などを通し
て、広く社会に発信した（研究業績：その他
⑭～⑲）。 
 またアクション・リサーチを通じて、民間
団体、行政による広域避難者の支援体制につ
いても分析を行った（研究業績：その他⑩、
⑫）。上記のアンケート調査の結果と、行政
による支援体制の分析から、高齢者かつ住民
票を避難先に移していない避難者に対して
の新たな支援体制の枠組みを提言した。長期
的に避難が続くなかで、住民票がないために、
避難先での社協や民生委員などの支援対象
に組み込まれていない高齢の避難者の問題
が残されている。地域社会がもつ既存の見守
りネットワークに、高齢者など「高リスク避
難者」を「災害時要援護者リスト」に組み込
むことを提起した。この支援枠組みに理解を
示す市町村も現れ、H27 年度は円卓会議を通
じて、実務的な課題を精査し、実践に移して
いく予定である。 
 
（2）低認知被災地・茨城の研究 
 茨城県内の放射能汚染をめぐり、「原発事
故子ども被災者支援法」を軸として、市民活
動の取り組みが、地方政治にどのような影響
をもたらしたのか、を明らかにした。とくに、
激甚災害の発生のなかで、被害の実態が埋も
れがちな地域に於いて、各地域の市民グルー
プがどのように展開・ネットワーク化され、
中央の動きと関連して、専門家が市民グルー
プとの協働でどのような役割を果たしたの
かについて分析を行った。「支援法」の制定
により、茨城県の健康調査への姿勢が変わっ
たこと、地方政治においては限定的な成果が
みられたことを指摘した。また震災後、各地
でみられる放射能汚染の自主測定について、
日本国内での市民科学の展開の可能性と意
義について論じた（研究業績：雑誌論文①、
学会発表②、④、その他③、⑥、⑦）。 
 本テーマについても、学内の同僚とともに
県内の放射能汚染についても取り組み、「原
発事故子ども被災者支援法」セミナーの開催
や、本法をめぐる実践的活動も展開した。 
全体としては、学術的活動というよりは震災
支援の実践的活動に軸足を置いているが、歴
史学会での学会報告をはじめ、支援活動での
経験が学術的な分析・考察に大いに活かされ
る結果となった。 
 
（3）自然災害と原子力災害の比較研究 
 自然災害と原子力災害は、ともに広範囲に
重大な影響をもたらすものであるが、その社
会的影響は非常に異なる。東日本大震災では、
自然災害と原子力災害が同時期に発生した
ため、原子力災害に対しても、本来は自然災
害をもとに構想された「災害救助法」が適用
されるなど、スピード感はあるが、実態に即
していない対応がなされた。 
 レジリエンス概念の視点から自然災害と
原子力災害の分析を行い、「誰にとっての回



復力か」という視点での問題提起を行った。
すなわち、原子力災害の場合では、個人の生
活再建（新しい土地での生活への適応）は、
地域の災害回復とはベクトルが異なるもの
である。長期的に見れば、生活再建を果たし
た人が、安定した生活のなかで、改めて長期
的な地域再生に取り組むという道筋も考え
られるが、現在の国や福島県の対応からは、
個人の生活再建を尊重するのではなく、地域
レベルの再生に力点を置き、財政投入を行っ
ていることは明らかである。 
原子力災害において、個人の災害回復力と

コミュニティの災害回復力を同時によりよ
い形で高めていくことが大きな問題である
ことを指摘し、国際学会でも発表し、国際的
な情報発信も行った（研究業績：学会発表③、
⑥、⑩。 
また、自然災害研究のなかで進展した「災

害回復力」（レジリエンス）概念であるが、
自然災害のカトリーナ災害でも大規模な石
油流出事故が発生ならびに原子力災害の現
実を受けて再定義の必要性があることを指
摘した論文を『歴史学研究』上で発表した。
この点は、複合災害を念頭に置いて防災を検
討するのが 2011 年 3 月以前より潮流となっ
ており、重要な視点であると考える（研究業
績：学会発表⑨）。 
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